
目 的
南海トラフ巨大地震(Ｍ９．０・最大震度７)を見据え、能登半島地震の教訓等を踏まえ、「孤立地域」における

「発災直後」の「初動対処」を焦点とした実動訓練を実施して、災害対処能力の向上を図る。この際、本成果を関係
自治体等と共有し、じ後の災害対策に資する。

時 期 １月１３日（月）～１７日（金）

参
加
機
関
等

自衛隊

陸 自 中部方面隊、陸上総隊、東部方面隊、教育訓練研究本部、航空学校

回転翼機 ２９機
固定翼機 ３機
艦 艇 ７隻
人 員 約１１，０００人

海 自 自衛艦隊、呉地方隊

空 自 航空総隊（中部航空方面隊・航空救難団等）、航空支援集団

防衛局 近畿中部防衛局、中国・四国防衛局

他国軍
(最大１７ヵ国予定)

米軍（座間、岩国）、豪軍
その他同志国１５ヶ国

自治体等
(２６コ自治体等)

愛知県（県・名古屋市・愛西市・稲沢市・田原市）、三重県（県・鳥羽市・志摩市）滋賀県、京都府、大阪府（府・吹田
市）、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県（県・境港市）、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、
高知県、関西広域連合

企業等
(３８社)

指
定
公
共
機
関

通信 NTT西日本、KDDI、NTTﾄﾞｺﾓ、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ、楽天ﾓﾊﾞｲﾙ

交通 ｼﾞｬﾝﾎﾞﾌｪﾘｰ、瀬戸内海汽船、本州四国連絡高速道路株式会社、NEXCO中日本、NEXCO西日本、地方道路公社（愛知、奈良）
名古屋高速道路公社

電力 中部電力、関西電力、関西電力送配電、中国電力、四国電力

流通 ｲｵﾝ(ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ､ｲｵﾝﾓｰﾙ)

上記以外
の企業等

JUIDA(関連企業：ｴｱﾛｼﾞｰﾗﾎﾞ、川崎重工業、古河産業・ﾄﾞﾛｰﾝWORKｼｽﾃﾑ、三菱重工、ﾘﾍﾞﾗｳｪｱ、ACSL)、ｱｸｱﾃﾞｻﾞｲﾝｼｽﾃﾑ
ｱｸﾃｨｵ、関西電力送配電、協和商事、太陽工業、ﾀｶﾗﾍﾞﾙﾓﾝﾄ、帝国繊維、ﾊﾟｿﾅｸﾞﾙｰﾌﾟ、星野総合商事、広島ｶﾞｽ、ﾔﾏﾔ物産
ﾜﾀｺﾝ、WOTA

官衙長
(１１機関)

近畿・中部・四国地方整備局、四国・近畿総合通信局、中部経済産業局、中部・近畿管区警察局、近畿運輸局
第四・第五管区海上保安本部

法人等(６機関) 大阪広域水道企業団、聖隷淡路病院（淡路市）、防災科学研究所、日本国博覧会協会、Vﾈｯﾄ(NPO法人)、医療関係機関

有識者等
(８名)

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ 河田特別任命教授（関西大学）、牧教授（京都大学）

研 修 生田教授(大阪公立大学)、梅野教授(京都大学)、 重松教授(大阪公立大学)、篠田教授(防衛大学校)
白木教授(香川大学)、山崎教授(関西大学)
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ﾀｲﾑﾗｲﾝ 発災１日目 ２日目 ３日目（～７２ｈ） ～２週間～

被害状況
の推移

政府・
自治体等

自衛隊

中部方面隊の
活動全般

①情報共有 ②人命救助活動

③生活・ｲ ﾝ ﾌ ﾗ支援 ④物資・人員輸送

官民の通信基盤等を活用した
自治体、関係機関等との情報共有

孤立地域に対する警察、海保、消防等
の各関係機関共同による捜索・救助

官民連携による生活支援
官民のあらゆる輸送手段（ﾄﾞﾛｰﾝ含む）

を活用した物資・人員輸送

南海トラフ巨大地震の認定（緊急対策本部の設置） 人命救助を第一義とした応急対策活動の実施

常続的な
情報収集
集約・共有

初動対処

初動対処部隊等による
人命救助、情報収集・映像伝送

行方・安否不明者

孤立地域多数
ライフライン被害

道路寸断・港湾被害

発災 大津波襲来

救助・救急、消火等、医療

避難所まで輸送

燃料、電力・ガス、通信の供給・提供

行動命令発出 全自衛隊からの部隊集中の開始（逐次活動開始） 約11万人態勢

人命救助
(孤立地域対応) 施設科部隊による道路啓開 物資輸送支援

生活・インフラ支援（通信・給水等）

広域物資拠点まで輸送

緊急輸送ルートの啓開

拠点開設調達開始物資 プッシュ型支援 ７２ｈ１２ｈ

逐次本格化

４８ｈ

２４ｈ以内

南海レスキュー２０２４の概要（２／２）

被
害
想
定

地
震
規
模

東海、近畿南部、四国が大きく被災するケース
〇 建物等の被害（全壊及び焼失棟数)

９５万１千棟～２３８万２千棟
〇 死 者

５万人～２７万５千人

〇 震源：紀伊半島沖
(南海ﾄﾗﾌ地震全割れｹｰｽ)

〇 規模：M9.0
〇 震度：７

(太平洋沿岸部８県）

② 孤立地域対応エリア
（四国）

② 特殊救助エリア
（琵琶湖）

② 甚大被害エリア
（東海）

④ 物資輸送エリア
（近畿）

② 孤立地域対応エリア
（近畿南部）

③ 生 活 支 援 エ リ ア
（ 近 畿 ）

① 情報共有エリア
（中方管内）

④ 広域物資輸送エリア
（中国）

４」


